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「２０１６年度 社会貢献活動実績調査結果」概要

2017年11月14日
（一社）日本経済団体連合会
１％(ワンパーセント)クラブ

○ 調査目的 ：

企業の社会貢献活動を巡る動向を分析し、広く社会に公表するとともに、企業の取り組みをより一層推進するための諸課題を示す。

○ 調査内容 ：

Ⅰ．社会貢献活動支出調査（毎年実施）

Ⅱ．社会貢献活動特別調査（社会貢献活動の取り組み、東京オリンピック・パラリンピックに関する社会貢献活動、持続可能な

開発目標（ＳＤＧｓ）との関係、東日本大震災、熊本地震からの復興支援の状況に関する調査）

○ 調査時期 ：2017年６月～８月

○ 調査対象 ：経団連会員企業、および１％クラブ法人会員企業等（計1,380社）

○ 回答企業数：Ⅰ．社会貢献活動支出調査 …343社・グループ（回答率：24.9％）

(連結対象企業を含めると約11,900社の実績を反映)

Ⅱ．社会貢献活動特別調査

（社会貢献活動の取り組み、東京オリンピック・パラリンピックに関する社会貢献活動、

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係に関する調査 …355社 （回答率：25.7％）

（東日本大震災、熊本地震からの復興支援の状況に関する調査） …359社 （回答率：26.0％）

調査実施要領

調査結果は経団連ＨＰに掲載
http://www.keidanren.or.jp/policy/2017/091.html 経団連 社会貢献 実績調査



Ⅰ．社会貢献活動支出調査

企業の社会貢献活動に係る支出合計額は2,049億円で、１社平均支出額は前年度比10.6％増の

５億9,700万円となった。１社平均支出額は４年連続で増加し、調査開始以来最高となった。

１．２０１６年度社会貢献活動支出額（１）
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＜社会貢献活動支出額（１社平均）の推移＞
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Ⅰ．社会貢献活動支出調査

東京オリンピック・パラリンピック、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への対応をはじめ、

社会貢献活動の取り組みが強化されていることが増額の要因と考えられる。

 2015年度・2016年度に連続して回答した272社の動向を見ると、支出額を増やした企業がおよ

そ３分の２にのぼる。2014年度から2015年度にかけて支出額を増やした企業が半数だったこ

とと比較すると、企業の一般的な傾向として社会貢献支出を増やしたことが伺える。

１．２０１６年度社会貢献活動支出額（２）
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53％（150社）

65％（176社）

46％（130社）

35％（95社）

0％（1社）

0％（1社）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2014年度

→2015年度

2015年度

→2016年度

前年度比で増加 減少 変化なし

＜２年連続回答企業の支出額の変化＞

14.7%増

18.7%増 19.6%増

2年連続回答
企業全体

東京オリンピック・パ
ラリンピック関連活
動実施・検討企業

ＳＤＧｓ関連新規
プログラム実施・
検討企業

＜2015年度・2016年連続回答企業（272社）における支出額の変化＞
・2016年度の支出額 ⇒2015年度比14.7％増

＜特別調査項目とのクロス集計＞
・うち、東京オリンピック・パラリンピックに関する社会貢献活動を実施・検
討している企業（116社）の2016年度の支出額

⇒2015年度比18.7％増
・うち、ＳＤＧｓに関連する新規プログラムを実施・検討している企業（42社）
の支出額

⇒2015年度比19.6％増



＜図表Ⅰ-４：分野別支出額の支出総額に占める割合の推移＞
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「教育・社会教育」が、５年連続で分野別支出のトップとなり、続く「文化・芸術」「健康・医
学、スポーツ」を合わせると51.0％と、支出総額の約半分を占める。

２．分野別支出割合

Ⅰ．社会貢献活動支出調査

＜分野別支出額の支出総額に占める割合*の推移＞ ※丸数字は当該年度の順位

分野 15年度 16年度

１．教育･社会教育 ① 20.2% 19.4％

２．文化・芸術 ⑤ 10.4% 17.2％

３．健康・医学、スポーツ ② 14.4% 14.4％

４．学術・研究 ③ 13.0% 8.9％

５．地域社会の活動、史跡・伝統文化保全 ④ 12.3% 7.8％

６．環境 ⑥ 6.9% 6.3％

７．災害被災地支援 ⑧ 4.4% 5.3％

８．社会福祉、ソーシャル・インクルージョン ⑦ 5.2% 4.6％

９．国際交流 ⑨ 1.8% 1.7％

10．ＮＰＯの基盤形成 ⑪ 0.9% 0.9％

11．政治寄付 ⑩ 1.0% 0.8％

12．雇用創出及び技能開発、就労支援 ⑫ 0.7% 0.7％

13．防災まちづくり、防犯 ⑬ 0.3% 0.3％

14．人権、ヒューマン・セキュリティ ⑭ 0.1% 0.2％

15．その他 8.2% 11.5％
*回答企業が各分野で支出した活動額の合計を社会貢献支出総額で割ったもの
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３．経常利益に占める社会貢献活動支出
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Ⅰ．社会貢献活動支出調査

＜経常利益に対する社会貢献活動支出額比（回答企業の単純平均）の推移＞

経常利益に対する社会貢献活動支出額の比率は1.13％となった。前年度に経常利益比が高かった企
業が経常利益を回復させたことが、経常利益比を全体として押し下げる要因となった。

社
会
貢
献
活
動
支
出

各種寄付 4億3,600万円(73%)

自主プログラム 1億2,500万円(21%)

災害被災地支援 3,100万円( 5%)

その他、分類不明 500万円( 1%)

金銭寄付 3億1,500万円(72%)

現物寄付 2,500万円( 6%)

施設開放 1,400万円( 3%)

従業員派遣 3,100万円( 7%)

その他 5,200万円(12%)

※各要素額は「各要素の支出額／回答企業数（343社）」
※四捨五入の過程や内訳の未記入で、合計が一致しない場合がある。

＜要素別社会貢献活動支出額＞

４．要素別社会貢献支出額（１社あたり平均支出額の内訳）

社会貢献活動に関する1社あたり平均支出額の内訳を見ると、各種寄付が4億3,600万円（73％）、
自主プログラムが1億2,500万円（21％）、災害被災地支援が3,100万円（5％）であった。

※ 「各種寄付」とは、社会貢献を目的とする金銭
寄付のほか、現物寄付、施設開放、従業員の参
加・派遣、その他を合計したもの。

※ 「自主プログラム」とは、各社が独自に、また
はＮＰＯや他社と協働で実施した社会貢献プロ
グラムにかかる経費。

※ 「災害被災地支援」は、災害被災地支援分野で
の「各種寄付」と「自主プログラム」の合計。
災害発生の有無等により、支援額が年ごとに大
きく変動することから、通常の各種寄付・自主
プログラムとは別枠で集計している。
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１．社会貢献活動の取り組みについて

 2016年度に取り組みを強化した企業は41％、縮小すると答えた企業は３％である。

 取り組みの見直しの視点では、「自社・グループの経営戦略との関係」が最多で、｢自社・グループ

の業績」を挙げる企業は少数。

＜2016年度における企業の社会貢献活動の
取り組みの変化（複数回答）＞

＜取り組みの変化における見直しの視点(複数回答)＞

Ⅱ．社会貢献活動特別調査

41%

3%

12%

3%

46%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

強化した

縮小した

取捨選択した

その他

変化がない

52%

45%

42%

13%

15%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自社・グループの経営戦略等との関係

自社・グループの活動地域

自社・グループの事業活動分野

自社・グループの業績

その他

※「構成比(％)」は、「各項目別回答企業数／調査回答企業数(355社)」※「構成比(％)」は、「各項目別回答企業数／調査回答企業数(355社)」
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Ⅱ．社会貢献活動特別調査

２．東京オリンピック・パラリンピックに関する社会貢献活動について

 大会関連の社会貢献活動を実施している企業の割合が21％、検討している企業が14％。

 スポンサー企業の取り組みや問題意識が先行。大会の成功に向けて日本をあげて取り組むために
は、スポンサーに配慮しつつも、非スポンサー企業におけるオリンピック・パラリンピック関連の
社会貢献活動を奨励する必要がある。

＜活動の内容（複数回答）＞

＜東京オリンピック・パラリンピック関連で推進している社会貢献活動の有無＞

21％（76社） 14％（49社） 64％（227社）

1％（3社）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施している 検討している 特に予定していない 未回答

67%

64%

64%

60%

10%

26%

41%

39%

34%

-275% -75%

-275%-75%

「オリンピック・パラリンピック等経済界

協議会」としての活動に参加

社員のボランティア活動支援

オフィシャル・スポンサーとしての活動

独自の社会貢献活動

その他

自社または系列会社がオフィシャルスポン
サーで活動を実施・検討している（42社）

自社・系列会社ともにオフィシャルスポンサー
ではなく活動を実施・検討している（82社）

※「構成比(％)」は、「各項目別回答企業数／調査回答企業数(42社、82社)」
※オフィシャルスポンサー状況について未回答の企業が1社ある

＜活動を推進するうえでの課題（複数回答）＞

※「構成比(％)」は、「各項目別回答企業数／調査回答企業数(42社、82社)」
※オフィシャルスポンサー状況について未回答の企業が1社ある

74%

71%

64%

57%

55%

48%

45%

38%

36%

7%

5%

56%

49%

52%

43%

34%

45%

34%

30%

32%

12%

2%

-200% -75% 50%

-200%-75%50%

予算の確保

社員の理解・参画

活動の企画

関連する情報の収集

社内他部門との連携・協力

他組織とのパートナーシップ

活動・成果の情報発信

活動の評価

経営層の理解

その他

課題はない

自社・系列会社ともにオフィシャルスポンサー
ではなく活動を実施・検討している（82社）

自社または系列会社がオフィシャルスポン
サーで活動を実施・検討している（42社）
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３．持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係について（１）

 社会貢献活動推進の上でＳＤＧｓの考え方の導入を実施・検討している企業は約７割。既存の社会
貢献プログラムの整理・見直しや中長期的な活動方針への反映なども進む中、今後はＳＤＧｓ関連
の新規プログラムの実施・検討が本格化すると見られる。

＜ＳＤＧｓの考え方の取り入れ状況（複数回答）＞

Ⅱ．社会貢献活動特別調査

※「構成比(％)」は、「各項目別回答企業数／調査回答企業数(355社)」

73%(259社)

27%（95社）

26%（91社）

22%（77社）

20%（72社）

12%（42社）

5%（19社）

29%（103社）

24%（84社）

19%（69社）

14%（48社）

19%（69社）

1%（2社）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

取り入れている、取り入れる予定

既存の社会貢献活動プログラムを

ＳＤＧｓの視点で整理・見直し

中長期的な活動方針への反映

ビジネスとしてＳＤＧｓの扱いを重視

社会的インパクトの観点を重視

ＳＤＧｓに関連する新規プログラムの実施・検討

その他

実施している 実施する予定
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３．持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係について（２）

 ＳＤＧｓの17の目標のうち、会社全体では事業活動に直結した分野への取り組み、社会貢献として
は「教育」「健康・福祉」「陸上生態系」とこれまで社会貢献で積極的に取り組んできた分野への
取り組みを重視する傾向がうかがえる。

Ⅱ．社会貢献活動特別調査

＜社として重視している目標、社会貢献活動として取り組みを実施・検討している目標（複数回答）＞

24%

22%

41%

43%

17%

15%

21%

18%

19%

16%

28%

17%

34%

22%

37%

12%

20%

15%

13%

14%

41%

23%

40%

23%

46%

55%

50%

21%

39%

48%

55%

26%

33%

21%

27%

12%

目標１．貧困をなくす

目標２．飢餓をなくす

目標３．すべての人に健康と福祉を

目標４．質の高い教育をすべての人に

目標５．ジェンダー平等の実現

目標６．安全な水とトイレを世界中に

目標７．エネルギーをみんなにそしてクリーンに

目標８．働きがいも経済成長も

目標９．産業と技術革新の基盤をつくる

目標10．人や国の不平等をなくす

目標11．住み続けられるまちづくり

目標12．作る責任と使う責任

目標13．気候変動への具体的な対策

目標14．海の豊かさを守る

目標15．陸の豊かさを守る

目標16．平和と公正をすべての人に

目標17．パートナーシップを通じた目標の達成

あてはまる目標はない

-150%-60%30%

-150% -60% 30%社として重視 社会貢献として取り組み実施・検討

①

②

③

④

⑤

③

④

①

②

⑤

※「構成比(％)」は、「各項目別回答企業数／調査回答企業数(355社)」
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３．持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係について（３）

 ＳＤＧｓと関連づけて社会貢献活動を実施するうえでの課題として、アプローチ方法や課題の特定
を挙げる企業が多く、今後、自社の特性やこれまでの社会貢献活動で培った知見やステークホル
ダーとのネットワークなどを活かし、取り組みを具体化することが期待される。

Ⅱ．社会貢献活動特別調査

57%

55%

49%

45%

41%

39%

39%

39%

31%

27%

3%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

貢献すべき課題におけるアプローチ方法の検討

自社が貢献すべき課題の特定

社員の理解・参画

予算の確保

活動の評価

関連する情報の収集

経営層の理解

社内他部門との連携・協力

他組織とのパートナーシップ

活動・成果の情報発信

その他

課題はない

＜ＳＤＧｓとの関連で社会貢献活動を実施するうえでの課題＞

※「構成比(％)」は、「各項目別回答企業数／調査回答企業数(355社)」
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Ⅱ．社会貢献活動特別調査

４．東日本大震災、熊本地震からの復興支援の状況について

 2017年度内に東日本大震災からの復興の取り組みを実施・計画している企業は７割超で、６年が
経過しても継続して取り組んでいる。

 熊本地震からの復興については約６割で、復興に向けた課題が山積する中、継続的な支援が必要
となっている。

＜東日本大震災からの復興の諸取り組みの実施社数比率の推移＞

＜2017年度の震災復興の諸取り組みの実施予定の有無＞

以 上

2011年度
実績

2012年度
実績

2013年度
実績

2014年度
実績

2015年度
実績

2016年度
実績

2017年度
実績・予定

金銭寄付（寄付金つき商品の販売、社員寄付の
マッチング、基金を通じた助成を含む）

97% - 42% 39% 35% - 42%

社員のボランティア活動参加 54% - 52% 46% 42% - 37%

被災者・被災地を対象とした自主プログラム
*

53%
- 34% 31% 31% - 29%

企業マルシェの開催
**

40%
- 27% 25% 29% - 25%

社員・顧客からの寄付の取りまとめ
***

85%
- 33% 25% 21% - 21%

社員食堂などでの被災地産品メニューの提供 - - 20% 19% 19% - 21%

物品・サービスの無償・廉価提供 - - 22% 19% 17% - 21%

施設提供 - - - - - - 7%

被災自治体・企業への社員の出向 - - 10% 8% 9% - 6%

その他 - - 15% 10% 12% - 10%

*「自社サービスや専門スキルの提供、
関連自主プログラムの実施」として質問
**「企業マルシェ、社員食堂メニュー提供」

を併せて質問
***「社員等への寄付の呼びかけ」として

質問

76％（274社）

59％（208社）

23％（81社）

41％（147社）

１％（4社）

1％（4社）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東日本大震災

熊本地震

実績、予定あり なし 未回答
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